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(1) 動機：日本の母子世帯の多くは経済的困難に直面

しており，「平成 28 年度全国ひとり親世帯等調査」

によれば，母子世帯の母の平均年間就労収入は

181 万円と低い水準に留まっている．母子世帯へ

の公的支援は経済的自立を促す制度が中心であ

るが，金川（2012）や藤原（2010）は自治体の実施

状況に地域差が存在すると指摘している．しかし，

どのような地域で支援が不十分であるか実態は明

らかでない．そこで本研究では，国勢調査の市区

町村単位のデータを基に母子世帯の空間的な偏

在を分析し，自立支援施策の実施状況の地域差と

比較した．また，母子世帯の自立支援施策の増加

が地域によって異なるかを分析した．

(2) 方法：分析年次は 2010 年と 2015 年とする．まず各

年次の国勢調査より，市区町村毎に母子世帯率

（20 歳未満の子供がいる核家族世帯に占める母子

世帯の割合）を計算した．次に，Global Moran’s I と

Local Moran’s I 統計量を計算し，母子世帯率が高

い（低い）地域が空間的に集中しているかを検定し，

4 種類の空間クラスター（High-High：ホットスポット,
Low-Low：コールドスポット，High-Low：高い値の

空間的外れ値, Low-High：低い値の空間的外れ値）

に分類した．次に，厚生労働省の「母子家庭の母

及び父子家庭の父の自立支援施策の実施状況」

より，市・東京都特別区部および福祉事務所設置

町村における自立支援施策の実施数（2010 年は 7
種類，2015 年は 9 種類が最大）を空間クラスターご

とに集計し，自立支援施策の平均実施数に差があ

るか，2010 年から 2015 年における施策の平均増

加数が異なるかを分析した．

(3) 結果：図 1 に 2010 年と 2015 年における母子世帯

率の空間クラスターマップを示す．表 1 に 2010 年

の空間クラスター別の 2010 年および 2015 年の自

立支援施策の平均実施数とその 5 年間における自

立支援施策の平均増加数を示す．平均施策実施

数は High-High で少なく，Low-Low で多いことが

読み取れる．自立支援施策の平均増加数は Low-
High 以外で増加傾向にあり，High-High や High-
Low での増加数が少し高いことが読み取れる．今

後は平均値だけでなく，支援施策の実施数や増加

数の分布にも着目して地域差の詳細を分析し，支

援施策整備の課題を探る．

図 1：Local Moran クラスターマップ

表 1：空間クラスター別の平均自立支援施策実施数
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自立支援施策の
平均増加数

2010年 2015年 2010年 2015年 2010年-2015年

High-High 72 74 1.94 2.39 0.56
Low-Low 218 229 3.38 3.87 0.46
High-Low 6 6 2.50 3.00 0.67
Low-High 5 2 2.80 2.00 0.00
Not Siginificant 520 526 2.45 2.82 0.40
注：自立支援施策の平均増加数は2010年の空間クラスターについて集計．

空間クラスターの数 平均自立支援施策数
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